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秋の年次公開検証等の指摘事項に対するフォローアップ 

担当府省名 文部科学省 

テーマ等 教育①（国立大学改革に対する補助金） 

指摘事項 

・国立大学法人に移行してから 12年、国内外の研究環境、社会環境、経済環境の変化に対応した各国立大学自身の改革は、ここ数年始まってきているが、更なる改革が急務で

ある。 

・国立大学の運営費交付金は減額されているというが、補助金等収入を含む全体の収入は、１０年前から１割程度増加している。こうした中で、国費の投入にかかる PDCAサイ

クルをしっかりと回す必要がある。 

・国立大学に対する国からの支援事業が、研究・教育の質の向上に確実につながるよう、また、納税者である国民への十分な説明責任を果たせるよう、研究・教育の両面にお

いて、成果指標の設定の在り方を抜本的に見直し、効果的・効率的な事業とすべき である。 

・各国立大学の中で、ガバナンスやマネジメントの改革を進めるべき である。特に、国立大学改革強化推進事業で行っている人材マネジメント改革については、各国立大学に

おける人事制度の刷新につなげるべき である。 

個別項目 対応方針・スケジュール 
平成 29年度政府予算案閣議決定時

までに決定・実施した内容 
備考 

・国立大学法人に移行してから 12 年、国内外の研究環境、社会

環境、経済環境の変化に対応した各国立大学自身の改革は、こ

こ数年始まってきているが、更なる改革が急務である。 

・国立大学の運営費交付金は減額されているというが、補助金等

収入を含む全体の収入は、１０年前から１割程度増加してい

る。こうした中で、国費の投入にかかる PDCA サイクルをしっ

かりと回す必要がある。 

・国立大学に対する国からの支援事業が、研究・教育の質の向上

に確実につながるよう、また、納税者である国民への十分な説

明責任を果たせるよう、研究・教育の両面において、成果指標

の設定の在り方を抜本的に見直し、効果的・効率的な事業とす

べき である。 

・平成 29年度の新規事業の公募や継続事業の執行（平成 29年度予算成立以

降）にあたり、文部科学省は各大学に対し、新規事業については公募時に、

継続事業については平成 28 年度内に成果目標を確認した上で設定させ、

毎年度成果目標の進捗を確認するなどにより、より効果的・効率的に事業

を実施する。 

・国立大学改革強化推進事業における成果指標については、これまでの各大

学の取組や成果を精査の上、平成 29 年度事業の実施にあたり、より適切

な成果指標を設定する。 

 

 

 

・国立大学改革強化推進事業（総合

支援型）については、成果指標の見

直しを図るとともに、より効果的・

効率的に事業を実施するため、平

成 29年度政府予算案において、現

在支援中の継続事業に重点化し、

予算額を縮減することとした。 

 

  

・各国立大学の中で、ガバナンスやマネジメントの改革を進める

べき である。特に、国立大学改革強化推進事業で行っている人

材マネジメント改革については、各国立大学における人事制度

の刷新につなげるべき である。 

 

・国立大学におけるガバナンス改革やマネジメント改革については、学長の

リーダーシップ強化について定めた学校教育法等の改正や「国立大学経営

力戦略」（平成 27年 6月 16日文部科学省策定）を踏まえ、学長裁量経費

の拡大や学長のリーダーシップに基づく学内資源の戦略的配分による教

育研究組織の見直しなど、各大学に対し、改革に向けた取組の更なる加速

を促すとともに、先導的事例を各大学に広く周知し、国立大学全体の改革

を促進する。 

・人材マネジメント改革については、改革を更に加速するためにも、国立大

学改革強化推進事業（特定支援型）の平成 29 年度新規採択事業から全学

的な人事給与システム改革に関する計画の提出を条件化し、人材マネジメ

ント改革に注力している大学を重点的に支援していく。 

・全国立大学の学長が参加する国立

大学協会政策会議（平成 28 年 12

月 8 日開催）及び国立大学法人等

監事協議会総会（平成 28 年 12 月

12日開催）等において、文部科学

省より行政事業レビューにおける

指摘事項を共有するとともに、各

大学に対し、ガバナンス改革やマ

ネジメント改革の更なる加速を促

したところ。 
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秋の年次公開検証等の指摘事項に対するフォローアップ 

担当府省名 文部科学省 

テーマ等 教育②（子供の学習指導） 

指摘事項 

・教員を補助するサポートスタッフを手当てする事業は、外国人児童生徒の増加など学校を取り巻く状況の変化や、教員に過度の負担が生じているなどの状況に応じて、学校

の教育力を向上させること等を目的としており、事業の評価を適切に行うため、それぞれの事業の成果目標を明確に設定すべき である。 

・理科教育等設備整備費補助等においては、理科室で観察や実験を行う授業を週１回程度実施という現在の成果目標を見直し、事業の目的に沿った適切な成果目標を設定すべ

き である。 

・それぞれの事業の間の連携をしっかりと行い、できるだけ節約して重複を排除するとともに、事業間の資金配分については、学校の教育力の向上等の目的を達成するために、

最も効率的な形で行われるべき である。 

・事業の学校現場における実態把握が重要であり、実態把握をしたうえでＰＤＣＡを回していくべき である。 

個別項目 対応方針・スケジュール 
平成 29年度政府予算案閣議決定時

までに決定・実施した内容 
備考 

・教員を補助するサポートスタッフを手当てす

る事業は、外国人児童生徒の増加など学校を取

り巻く状況の変化や、教員に過度の負担が生じ

ているなどの状況に応じて、学校の教育力を向

上させること等を目的としており、事業の評価

を適切に行うため、それぞれの事業の成果目標

を明確に設定すべき である。 

指摘を踏まえ、各自治体がそれぞれの事業の評価を適切に行えるよう、それぞれの事

業において、より適切な成果目標の設定について検討し、その結果を平成 29年度事業

から反映する。 

（スケジュール） 

平成 29年度事業開始までにより適切な成果目標の設定について検討し、その結果を反

映する。 

平成 29年度の事業実施に向け、秋の

レビューにおける指摘等を踏まえ、

左記のとおり検討中。 

 

・理科教育等設備整備費補助等においては、理科

室で観察や実験を行う授業を週１回程度実施

という現在の成果目標を見直し、事業の目的に

沿った適切な成果目標を設定すべき である。 

指摘を踏まえ、事業の目的に沿ったより適切な成果目標への見直しを行う。 

（スケジュール） 

平成 29年度事業開始までに適切な成果目標を設定する。 

平成 29年度の事業実施に向け、秋の

レビューにおける指摘等を踏まえ、

左記のとおり検討中。 

 

・それぞれの事業の間の連携をしっかりと行い、

できるだけ節約して重複を排除するとともに、

事業間の資金配分については、学校の教育力の

向上等の目的を達成するために、最も効率的な

形で行われるべき である。 

指摘を踏まえ、各事業の連携を自治体に促すとともに、すでに連携を図っている優れ

た取組事例を周知するなど国においても連携を図り、地方自治体のニーズを踏まえな

がら、事業の効果的な実施に向けて取り組む。 

（スケジュール） 

平成 29年度より、毎年行う都道府県向けの会議等において、連携を図っている優れた

取り組み事例を周知するなど、事業の効果的な実施に向けて取り組む。 

平成 29年度の事業実施に向け、秋の

レビューにおける指摘等を踏まえ、

左記のとおり検討中。 

併せて、各事業間の連携促進により、

3.5億円程度の削減（平成 29年度政

府予算案に反映）。 

 

・事業の学校現場における実態把握が重要であ

り、実態把握をしたうえでＰＤＣＡを回してい

くべき である。 

指摘を踏まえ、成果目標の設定などを通じて学校や地域の教育活動における実態把握

をし、その結果を踏まえて必要な対応を行うなど、PDCAサイクルの向上に取り組む。 

（スケジュール） 

平成 29 年度以降、各自治体の取組状況等を踏まえて、PDCA サイクルの向上に取り組

む。 

平成 29年度の事業実施に向け、秋の

レビューにおける指摘等を踏まえ、

左記のとおり検討中。 
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秋の年次公開検証等の指摘事項に対するフォローアップ 

担当府省名 厚生労働省 

テーマ等 社会保障（介護納付金） 

指摘事項 

・高齢化に伴い社会保障給付費が増加する中で、社会保障制度の持続可能性を確保するためには、負担と給付の両面にわたる改革に取り組むことが必要である。介護分野につい

ては、介護の保険者である市町村の機能の強化・利用者負担の見直し・給付の適正化を含む改革が必要 である。 

・全ての国民に関係する社会保障分野の改革については、国民の理解を得るためにも、信頼できるデータ分析に基づく建設的な議論を行うことが必要である。医療分野において

は、既にＮＤＢ（レセプト情報・特定健診等情報データベース）を活用した分析が徐々に進みつつあり、介護分野においてもデータの整備・分析を一層進めて、医療分野のデ

ータとの連携を含め、データを有効活用した改革に取り組んでいくべき である。 

・介護納付金については、「社会保障改革プログラム法」や「経済・財政再生計画 改革工程表」において、総報酬割の導入に関する指摘がなされていることも踏まえ、負担能力

に応じて公平に負担を分かち合う観点から検討すべき である。 

個別項目 対応方針・スケジュール 平成 29年度政府予算案閣議決定時までに決定・実施した内容 備考 

・高齢化に伴い社会保障給付費が増加する中で、社

会保障制度の持続可能性を確保するためには、負

担と給付の両面にわたる改革に取り組むことが

必要である。介護分野については、介護の保険者

である市町村の機能の強化・利用者負担の見直

し・給付の適正化を含む改革が必要 である。 

（スケジュール） 

・保険者機能の強化等に向けた新しい制度的枠組

みを平成 30 年４月から実施するための法案を

平成 29年通常国会へ提出する。 

・利用者負担の見直しを平成 30 年８月から実施

するための法案を平成 29 年通常国会に提出す

る。 

・高額介護サービス費制度の見直しを平成 29 年

８月から実施する。（平成 29年度予算案に反映） 

・「経済・財政再生計画改革工程表 2016 改定版」（平成 28 年 12 月 21 日経

済財政諮問会議）に左記の対応方針を記載。 

・高額介護サービス費制度の見直し（平成 29年８月施行予定）を踏まえ、

必要な介護給付費等負担金等を平成 29年度予算案に計上。 

 

・全ての国民に関係する社会保障分野の改革につ

いては、国民の理解を得るためにも、信頼できる

データ分析に基づく建設的な議論を行うことが

必要である。医療分野においては、既にＮＤＢ（レ

セプト情報・特定健診等情報データベース）を活

用した分析が徐々に進みつつあり、介護分野にお

いてもデータの整備・分析を一層進めて、医療分

野のデータとの連携を含め、データを有効活用し

た改革に取り組んでいくべき である。 

指摘を踏まえ、介護分野におけるデータ利活用を

促進する環境の整備を行うこととする。 

（スケジュール） 

・平成 29年度より、ＮＤＢと介護保険総合データ

ベースとのデータ連結にかかるフィージビリ

ティ調査を行う。 

・平成 32年度を目標に、両データを連結したデー

タベースの運用を開始する。 

・介護分野におけるデータの整備・分析については、平成 25年度より、要

介護認定データ（H21.4-）及び介護レセプトデータ（H24.4-）を格納し

た介護保険総合データベースを整備し運用している。 

・平成 26年度より『地域包括ケア「見える化」システム』を通じて、介護

レセプトデータ等のデータ分析を各保険者自らが行えるよう環境を整備

している。 

・医療分野のデータとの連携については、平成 29年度予算案において、Ｎ

ＤＢと介護保険総合データベースとの連結にかかるフィージビリティ調

査に係る経費を計上。 

地域包括

ケア「見

える化」

システム 

http://m

ieruka.m

hlw.go.j

p/ 
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・介護納付金については、「社会保障改革プログラ

ム法」や「経済・財政再生計画 改革工程表」にお

いて、総報酬割の導入に関する指摘がなされてい

ることも踏まえ、負担能力に応じて公平に負担を

分かち合う観点から検討すべきである。 

（スケジュール） 

・介護納付金の総報酬割を平成 29 年８月分から

段階的に実施するための法案を平成 29 年通常

国会へ提出する。（平成 29年度予算案に反映） 

・「経済・財政再生計画改革工程表 2016 改定版」（平成 28 年 12 月 21 日経

済財政諮問会議）に左記の対応方針を記載。 

・介護納付金の総報酬割の導入（平成 29年８月分から段階導入予定）を踏

まえ、必要な介護納付金の国庫補助を平成 29年度予算案に計上するととも

に、介護納付金の総報酬割の導入に伴う負担増を踏まえ、一定の被用者保

険者に対する財政支援に係る経費を平成 29年度予算案に計上。 
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秋の年次公開検証等の指摘事項に対するフォローアップ 

担当府省名 文部科学省、厚生労働省、農林水産省 

テーマ等 女性活躍（働く女性への支援） 

指摘事項 

・女性の再就職・復職をより促進するためには、働く女性の希望に叶うような、仕事と家庭の両立ができる求人を増加させることに重点的に取り組む必要がある。 

・マザーズハローワークについては、企業への適切な情報提供、柔軟な働き方に関する企業の意識改革等に取り組み、仕事と家庭の両立ができる求人数を増やしていくべきで

ある。求職者に対しては、より求人情報を探しやすくするため「女性の活躍見える化サイト」との連動や情報の一覧性向上を図り、効果的なマッチングに繋げていくべきで

ある。また、拠点数を効率的に配置するなど、効果的・効率的な事業とすべきである。 

・女性医師・獣医師などの復職支援について、支援メニューが目的に照らして効果的・効率的なものか検討し、具体的な成果が向上するよう、より有効な施策に重点化すべき

である。 

個別項目 対応方針・スケジュール 
平成 29年度政府予算案閣議決定時まで

に決定・実施した内容 
備考 

・女性の再就職・復職をより促進するためには、働く女
性の希望に叶うような、仕事と家庭の両立ができる求
人を増加させることに重点的に取り組む必要がある。 

・マザーズハローワークについては、企業への適切な情
報提供、柔軟な働き方に関する企業の意識改革等に取
り組み、仕事と家庭の両立ができる求人数を増やして
いくべきである。 

【厚生労働省】 
仕事と子育てが両立しやすい求人について、雇用形態や勤務時間等、利

用者の希望条件に合致するものを確保するため、企業への働き方改善の助
言・指導を行いながら、仕事と子育てが両立しやすい求人を開拓する求人
者支援員を、すべてのマザーズハローワークに新規配置し、当該求人の積
極的な確保に取り組む。 
（スケジュール） 
平成 29年度政府予算案に反映。 

【厚生労働省】 
仕事と子育てが両立しやすい求人の開

拓等を行う求人者支援員をすべてのマザ
ーズハローワークに新規配置するための
予算を、29年度政府予算案において措置。 

 

・求職者に対しては、より求人情報を探しやすくするた
め「女性の活躍見える化サイト」との連動や情報の一
覧性向上を図り、効果的なマッチングに繋げていくべ
きである。 

【厚生労働省】 
現在は別々に提供されている「くるみん認定」等の各種認定情報や個別

分野毎の職場情報について、総合的に提供するためのウェブサイト（総合
的職場情報提供サイト（仮称））を構築し、検索、企業間の比較を容易にす
ることで、マッチング機能の向上につなげていく。 
（スケジュール） 
平成 29年度政府予算案に反映（平成 30年度本格運用開始予定）。 

【厚生労働省】 
総合的職場情報提供サイト（仮称）の構

築に必要な予算を、29 年度政府予算案に
おいて措置。 

 

・また、拠点数を効率的に配置するなど、効果的・効率
的な事業とすべきである。 

【厚生労働省】 
子育て中の求職者等の需要が大きい大都市圏を中心に、マザーズコーナ

ーを計画的に設置する。 
（スケジュール） 
平成 29年度政府予算案に反映。 

【厚生労働省】 
大都市圏を中心に、マザーズコーナー

を５箇所新規設置するための予算を、29
年度政府予算案において措置。 

 

・女性医師・獣医師などの復職支援について、支援メニ
ューが目的に照らして効果的・効率的なものか検討し、
具体的な成果が向上するよう、より有効な施策に重点
化すべきである。 

【文部科学省】 

政府全体の方針（女性活躍推進法や第 5 期科学技術基本計画等）に基づ

き、女性研究者の活躍促進に向けて、「ダイバーシティ研究環境実現イニシ

アティブ」について、引き続き、研究と出産・育児等の両立などに取り組

む研究機関を支援する。 

また、御指摘を踏まえ、女性研究者の復職支援に関連して、具体的な成

果が向上するよう、平成 29年度の新規公募において、研究機関の実情に即

【文部科学省】 

「ダイバーシティ研究環境実現イニシ

アティブ」に係る平成 29年度の新規公募

に必要な予算を、平成 29年度政府予算案

において措置。 
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して支援メニューの例示内容の検討・具体化を図る。 

 

（スケジュール） 

平成 29 年度政府予算案において、「ダイバーシティ研究環境実現イニシ

アティブ」に係る平成 29年度の新規公募に必要な予算を計上し、公募要領

の検討を行った上で、新規公募を開始予定。 

 

【厚生労働省】 

女性医師支援センター事業については、厚生労働省において女性医師も

含めた医師の働き方・勤務環境等の現状についての調査を行っており、ま

た、本事業の実施団体である日本医師会において、求職者等にどのような

事業が効果的であったか等のアンケートを実施予定である。これらも踏ま

え、今後の事業内容の重点化、効率化について検討する。 

 

（スケジュール） 

上記調査等は 28年度中に終了する予定であるため、調査結果を速やかに

集計し、検討を進め、29年度中を目途に検討結果を出す予定である。 

 

歯科大学等機能転換・活用促進モデル事業については、平成 29年度予算

案への計上を見送り。 

 

歯科衛生士に対する復職支援・離職防止等推進事業については、新規予

算要求の事業であることから、俎上に載った他事業の成果目標（アウトプ

ット）の設定等を参考に、今後の事業実施状況を踏まえ、成果目標（アウ

トプット）について検討する。 

 
（スケジュール） 

平成 29年度行政事業レビューに反映。 

 

【農林水産省】 

女性獣医師の産業動物分野への就業支援や復職支援が効果的・効率的な

ものとなっているか検証を行い、それを踏まえ、平成 29年度事業から、女

性獣医師の産業動物分野への就業支援や復職支援に関する成果目標を設定

するとともに、支援メニューについて必要な見直しを行う。 

（スケジュール） 

支援メニューについては、平成 29年度予算の執行においても随時見直し

を行い効率的な執行に努めるとともに、平成 28年度の事業効果等の検証を

踏まえ、必要な見直しを行い、平成 30年度予算要求に反映する。 

平成 29年３月末までに成果目標を検討し、設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

【厚生労働省】 

女性医師支援センター事業について

は、事業のより効果的かつ効率的な実施

のため、ホームページの見直し、コーディ

ネーターの専従化やアドバイザーの配置

など実施体制の見直しに着手した。 

 また、会議や講習会の一部について必

要性を見直し、廃止を念頭に不要なもの

について検討に着手した。 

 

 

同左 

 

 

歯科衛生士に対する復職支援・離職防

止等推進事業については、ハローワーク

等では対応が難しく、国として緊急的に

取り組まなければならない、技術修練部

門の整備及び運営、復職支援等共通プロ

グラム策定等に限定して、平成 29年度政

府予算案において措置。 

 

【農林水産省】 

平成 29年度事業における女性獣医師の

産業動物分野への就業支援や復職支援に

関する成果目標を設定するため、支援メ

ニューの効果検証の方法等について検討

を始めた。 
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秋の年次公開検証等の指摘事項に対するフォローアップ 

担当府省名 復興庁 

テーマ等 被災地の観光促進 

指摘事項 

・「被災地の観光促進」という政策は重要であり、効果的に進めていく必要がある。 

・観光庁及び日本政府観光局（ＪＮＴＯ）においては、被災地の観光に係る現状をしっかりと把握・分析・評価し、外国人観光客の視点も十分に踏まえた上で、より効果的に

事業を実施していく必要がある。 

・また、被災地の復興に係る定量的な目標について、より具体的なものとするよう改善すべきである。 

・さらに、観光資源が何よりも重要であることから、個々の地域が自ら観光資源を作ることによって地域の魅力を再発見するプロセスとなるよう、地域住民との連携・協働に

努めるべきである。 

個別項目 対応方針・スケジュール 平成 29年度政府予算案閣議決定時までに決定・実施した内容 備考 

・「被災地の観光促進」という政策は重要であり、

効果的に進めていく必要がある。 

・観光庁及び日本政府観光局（ＪＮＴＯ）において

は、被災地の観光に係る現状をしっかりと把握・

分析・評価し、外国人観光客の視点も十分に踏ま

えた上で、より効果的に事業を実施していく必

要がある。 

○ 東北の各地域が実施する事業に関して、観光庁が有する

統計のみならず、他省庁や民間企業などの既存の統計デ

ータも活用して現状分析・評価を行い、各地域が実施する

取組に対して適切な助言等を行えるようにする（平成 29

年 3月）。 

 

○ 外国人有識者等からなるアドバイザリー・ボード等の活

用により、JNTO の事業実施体制を強化し、外国人の視点

を踏まえた効果的な実施に努めていく。（平成 29年 3月） 

左記の事項を対応することを決定。   

・また、被災地の復興に係る定量的な目標につい

て、より具体的なものとするよう改善すべきで

ある。 

○東北観光復興対策交付金により実施される個別事業のア

ウトカムについて、満足度など主観性の高い指標を、例え

ば、訪問者数、利用者数・利用件数など、より客観性の高

い定量的な目標に改善することをはじめ、既に交付決定

した事業も含めて KPIの見直しを行う（平成 29年 1月）。 

 

左記の事項を対応することを決定。 

 

  

・さらに、観光資源が何よりも重要であることか

ら、個々の地域が自ら観光資源を作ることによ

って地域の魅力を再発見するプロセスとなるよ

う、地域住民との連携・協働に努めるべきであ

る。 

○ 東北観光復興対策交付金においては、東北ならではの地

域資源を活用し、訪日外国人に訴求する滞在プログラム

の充実を図る事業や地域の関係者間の連携を促進し、取

組体制の構築を図る事業を優先的に採択する（平成 29年

3月）。 

 

○ JNTO の実施する事業においても、東北各県や東北観光推

進機構等の関係団体が実施する事業と相互に連携を図

る。（平成 29年 4月以降） 

左記の事項を対応することを決定。 
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秋の年次公開検証等の指摘事項に対するフォローアップ 

担当府省名 農林水産省 

テーマ等 強い農業①（規模拡大） 

指摘事項 

・平成 35年度の農地の集積・集約目標（担い手へ全農地面積の８割を集約する）の達成のためには、各地域、各農産物の特徴等に配慮しつつ、各事業の中間的な数値目標を設

定して、進捗状況を常に踏まえながら、着実に進めていくべきである。 

・各事業の重複を避け、効率的な事業とすることが必要であり、関係者間の役割分担を踏まえて、効果的な連携の仕組みづくりを急ぐべきである。 

・農地中間管理機構が、農地中間管理権を取得する際に、貸付希望者に対して、借受希望者の特定を条件として求めないことを徹底すべきである。 

・機構集積協力金の申請等の時期については、営農スケジュールに配慮すべきである。 

・農地の集積・集約の事業については、生産コストの削減に直結する農地の集約化が最終目的であるとの視点を持って進めるべきである。 

個別項目 対応方針・スケジュール 平成 29年度政府予算案閣議決定時までに決定・実施した内容 備考 

・平成 35年度の農地の集積・集約目標（担い手へ

全農地面積の８割を集約する）の達成のために

は、各地域、各農産物の特徴等に配慮しつつ、各

事業の中間的な数値目標を設定して、進捗状況を

常に踏まえながら、着実に進めていくべきであ

る。 

指摘を踏まえ、中間的な数値目標の設定について検討する。 

 

（スケジュール） 

平成 29 年５月目途の機構の平成 28 年度実績の公表時までに結

論を得る。 

  

・各事業の重複を避け、効率的な事業とすることが

必要であり、関係者間の役割分担を踏まえて、効

果的な連携の仕組みづくりを急ぐべきである。 

各農地中間管理機構が策定する「活動方針」において、機構を

中心とした関係機関・団体の役割分担の明記を徹底する。 

 

（スケジュール） 

平成 28年 12月に指導通知を発出し、対応状況について平成 29

年５月目途に公表する機構の平成 28 年度実績の中で取りまと

めて公表する。 

平成 28年 12月に、各農地中間管理機構に対し、「活動方針」に

おいて、機構を中心とした関係機関・団体の役割分担の明記を

徹底するよう、指導通知を発出した。 

 

・農地中間管理機構が、農地中間管理権を取得する

際に、貸付希望者に対して、借受希望者の特定を

条件として求めないことを徹底すべきである。 

各農地中間管理機構に対し、機構が農地を借り入れる際、貸付

希望者に対し借受希望者の特定を求めることがないよう、指導

通知を発出する。また、各機構を対象とした研修会等で周知を

徹底する。 

 

（スケジュール） 

平成 28 年 12 月に指導通知を発出し、平成 29 年１月以降研修

会等で周知し、運用状況のフォローアップを行う。 

平成 28年 12月に、各農地中間管理機構に対し、機構が農地を

借り入れる際、貸付希望者に対し借受希望者の特定を求めるこ

とがないよう、指導通知を発出した。 

 

・機構集積協力金の申請等の時期については、営農

スケジュールに配慮すべきである。 

全都道府県の機構集積協力金の運用実態調査に基づき、農地中

間管理事業及び機構集積協力金の事務手続に関する必要な改善

点を平成 29年度の事業執行に向けた説明会等で周知する。 

 

平成 28年 11月に、全都道府県に対して、機構集積協力金の運

用実態を調査し、12月にその結果を取りまとめた。また、それ

を踏まえた改善点を通知した。 
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（スケジュール） 

運用実態調査は、平成 28年 11月に行い、12月にその結果を取

りまとめる。改善点は、12 月に通知し、平成 29 年１月頃説明

会等で周知し、改善状況のフォローアップを行う。 

・農地の集積・集約の事業については、生産コスト

の削減に直結する農地の集約化が最終目的であ

るとの視点を持って進めるべきである。 

各県・農地中間管理機構に対し集約化への意識付けを図るため、 

①農地中間管理事業の優良事例集において「集約化」の取組事

例を盛り込み、横展開を図る。 

②農地中間管理機構と各県担い手組織等との集約化等に資する

連携協定の締結を推進する。 

 

（スケジュール） 

平成 29年夏頃に優良事例集を取りまとめるとともに、協定の締

結状況を把握する。 
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秋の年次公開検証等の指摘事項に対するフォローアップ 

担当府省名 農林水産省 

テーマ等 強い農業②（輸出振興） 

指摘事項 

・地域経済及び日本経済全体の活性化を図るために、農林水産物や食品の輸出を振興することは有意義である。 

・６つの対象事業については、事業毎に適切な成果目標・成果指標（アウトカム）を設定し、各事業の効果を見ながら事業の改善・合理化を行うべきである。 

・食品安全管理規格（ＨＡＣＣＰ）については、輸出の拡大にとって重要であるため、世界市場動向及び国内現場の具体的な状況を分析し、義務化を前提にして戦略的なロー

ドマップの整備を検討すべきである。   

・世界市場並びに国内の事情も踏まえ、産業構造のバランスを考えながら、農産物、林産物、水産物、加工食品等、個別の具体的かつ効果的な目標の下で、施設整備、安全管

理規格整備、各種の障害の排除などを推進していくべきである。また、輸出体制が一定程度確立した段階において、国の関与を終了させることも視野に入れておくべきであ

る。事務手続等の簡素化について引き続き努力すべきである。 

個別項目 対応方針・スケジュール 平成 29年度政府予算案閣議決定時までに決定・実施した内容 備考 

・地域経済及び日本経済全体の活性化を図るため

に、農林水産物や食品の輸出を振興することは

有意義である。 

・６つの対象事業については、事業毎に適切な成果

目標・成果指標（アウトカム）を設定し、各事業

の効果を見ながら事業の改善・合理化を行うべ

きである。 

・事業毎に適切な成果目標・成果指標（アウトカ

ム）となるように修正を行うとともに、適切な

フォローアップを行い、随時事業の改善・合理

化を図る。 

 

（スケジュール） 

平成 29年度行政事業レビューに反映する。 

 

・交付先の事業実施主体の負担に配慮しつつ、成果目標、成果指

標の見直しを行うこととした。 

 

・食品安全管理規格（ＨＡＣＣＰ）については、輸

出の拡大にとって重要であるため、世界市場動

向及び国内現場の具体的な状況を分析し、義務

化を前提にして戦略的なロードマップの整備を

検討すべきである。 

・「食品衛生管理の国際標準化に関する検討会」

がとりまとめた HACCP 義務化の方向性に沿っ

て義務化を進めることを前提とし、中小零細の

食品事業者が義務化に対応できるよう、事業の

支援内容・実施スケジュールを見直してロード

マップを作成する。また、ロードマップについ

ては、今後検討される詳細な制度設計に合わせ

て随時見直しを行う。 

 

（スケジュール） 

平成 29 年度の事業の開始までに、ロードマッ

プを作成する。 

 

・【厚生労働省】 

「食品衛生管理の国際標準化に関する検討会」において、HACCP

の制度化の枠組みを含む最終とりまとめを公表した。（平成 28

年 12月 26日）。 

 

 

 

「食品衛生管理の

国際標準化に関す

る検討会」最終と

りまとめ 

 

http://mobile.mh

lw.go.jp/stf/hou

dou/0000146747.h

tml 
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・世界市場並びに国内の事情も踏まえ、産業構造の

バランスを考えながら、農産物、林産物、水産物、

加工食品等、個別の具体的かつ効果的な目標の

下で、施設整備、安全管理規格整備、各種の障害

の排除などを推進していくべきである。また、輸

出体制が一定程度確立した段階において、国の

関与を終了させることも視野に入れておくべき

である。事務手続等の簡素化について引き続き

努力すべきである。 

 

・平成 28年５月に取りまとめられた、「農林水産

業の輸出力強化戦略」に基づき、輸出環境の整

備を行っていく。 

また、同年 11月に決定された、「農林水産物輸

出インフラ整備プログラム」に基づき、農林水

産物・食品の輸出拡大に向けたハード・ソフト

両面のインフラ整備を進める。 

 

（スケジュール） 

「農林水産業の輸出力強化戦略」工程表に基づ

き、着実に戦略を実行に移し、輸出戦略実行委

員会で毎年実行状況等を確認する。 

「輸出インフラ整備プログラム」に基づき、当

面 41 箇所の施設整備を行うと共に、毎年度見

直しを行う。 

 

 

・事業毎の成果目標等に基づき、毎年度、事業の

効果検証を行い、それを踏まえて事業内容の見

直しを適切に行う。 

また、事業実施要領等において、可能な範囲で

事務手続きの簡素化に向けた見直しを行う。 

 

（スケジュール） 

平成 29 年度の事業開始までに事業内容の検

証・見直し、事務手続きの簡素化を行う。 

 

 

・平成 28 年 11 月 29 日に開催された「農林水産業・地域の活力

創造本部」において、①「農林水産業の輸出力強化戦略」に基づ

き特にスピード感を持って進めるべき「７つのアクション」につ

いて進捗状況を報告し、②「農林水産物輸出インフラ整備プログ

ラム」を決定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・輸出サポートプロジェクト事業については、マーケティング拠

点の設置にあたりこれまで継続してきた都市の一部を継続しな

いこととするなど、国の関与を縮小していく観点から見直しを

し、平成２９年度予算要求から削減を行った。 

 

 

「農林水産業の輸

出力強化戦略」及

び「農林水産物輸

出インフラ整備プ

ログラム」 

http://www.maff.

go.jp/j/shokusan

/export/e_kyouka

_senryaku/h28_se

nryaku.html 
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秋の年次公開検証等の指摘事項に対するフォローアップ 

担当府省名 総務省、経済産業省 

テーマ等 成長戦略の推進①（ＩｏＴ関連事業） 

指摘事項 

・ＩｏＴを推進していくためには、民間によるチャレンジやイノベーションが重要であり、国は、そのための規制改革に取り組むことが必要である。 

・ＩｏＴに関するルール作りに当たっては、目的を明確にして、民間を含むステークホルダーと共に取り組むべきである。 

・民間のイノベーションやイニシアティブを促進するため、官民の役割分担の観点から、国は、人材育成を含む環境整備に取り組み、全体として効果的・効率的な事業とすべ

きである。 

・これらの事業については、重複を排除するとともに、縦割りの弊害が生じないよう政府全体の司令塔の下で連携して、効果的・効率的に取り組むべきである。 

・ＩｏＴの推進に当たっては、個人情報の取扱いやセキュリティに十分配慮すべきである。 

個別項目 対応方針・スケジュール 平成 29年度政府予算案閣議決定時までに決定・実施した内容 備考 

・ＩｏＴを推進していくためには、民間によるチャ

レンジやイノベーションが重要であり、国は、そ

のための規制改革に取り組むことが必要であ

る。 

・ＩｏＴに関するルール作りに当たっては、目的を

明確にして、民間を含むステークホルダーと共

に取り組むべきである。 

【総務省】 

・指摘事項を踏まえ、今後、ＩｏＴの推進に当た

っては、以下の取組を反映する。 

➢ＩｏＴサービス創出支援事業を通じて、民間

企業等のＩｏＴサービスの創出・展開に当た

って克服すべき課題を特定し、その課題の解

決に資する参照モデルを構築するとともに、

データ利活用の促進等に必要なルールの明

確化等を行う。 

➢平成 27 年 10 月には総務省と経産省の共同

呼びかけのもと、企業・業種を越えて産学官

でＩｏＴ利活用を促進するため、「ＩｏＴ推

進コンソーシアム」を設立。データ利活用を

促進するために必要となるルールの検討・策

定に当たっては、このような枠組みを活用

し、ステークホルダーと調整を図っていく。 

 

【経産省】 

・ＩｏＴに関する規制見直しやルール整備等の

事業環境整備に当たっては、実証テーマ・課題

の設定段階から、広く民間ニーズの把握を行う

とともに、ＩｏＴ推進ラボの支援委員の評価等

も受けながら事業を進めていく。 

【総務省】 

・左記の対応方針を決定し、ＩｏＴサービス創出支援事業の平成

29年度予算執行に当たっては、同対応方針を踏まえて、取組を

進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【経産省】 

・ＩｏＴ推進ラボの担当支援委員に対して、実証テーマ毎に実施

状況等の説明を実施。支援委員の評価・コメント等を踏まえ、

平成 29年度の実証事業に取り組んでいく。 

 

・民間のイノベーションやイニシアティブを促進

するため、官民の役割分担の観点から、国は、人

【総務省】 

・民間のＩｏＴサービスの促進に当たっては、デ

【総務省】 

・左記の対応方針を決定し、平成 29 年度予算によりＩｏＴネッ
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材育成を含む環境整備に取り組み、全体として

効果的・効率的な事業とすべきである。 

ータ流通を支える新たな通信ネットワークの

基盤整備が必要であり、これを運用・管理する

人材育成が重要。 

総務省としては、ネットワークの構築や制御を

柔軟に可能とする技術を実装した人材育成環

境を整備し、ＩｏＴ時代に求められる人材の量

的・質的拡充を強力に図っていく。 

 

【経産省】 

・引き続き、ＩｏＴ等の新たな技術に対応した規

制システムの見直しや、各企業が協調すべき最

低限のルール策定（統一的なデータ様式等）な

どの環境整備の検討に必要な実証事業に特化

して取り組む。また、実証テーマ毎に担当のＩ

ｏＴ推進ラボの支援委員を決め、当該委員の評

価を事業に反映するなど、効率的・効果的な事

業となるよう取組を進めていく。 

トワーク運用人材育成事業を実施し、同対応方針を踏まえて、

取組を進める。 

 

 

 

 

 

 

【経産省】 

・ＩｏＴ推進ラボの担当支援委員に対して、実証テーマ毎に実施

状況等の説明を実施。支援委員の評価・コメント等を踏まえ、

平成 29年度の実証事業に取り組んでいく。 

・これらの事業については、重複を排除するととも

に、縦割りの弊害が生じないよう政府全体の司

令塔の下で連携して、効果的・効率的に取り組む

べきである。 

【総務省】 

・政府全体の司令塔である内閣官房の下で、総務

省、経済産業省、その他関係省庁と連携し、効

果的・効率的に取り組んでいく。 

 

【経産省】 

・ＩｏＴ推進コンソーシアム、ＩｏＴ推進ラボ等

を通じて、両省の実証テーマやその内容の共有

を図るとともに、実証成果について、他の実証

で活用できるものは取り入れるなど、効果的・

効率的な事業となるよう取組を進めていく。ま

た、政府全体の司令塔である内閣官房の下で、

関係省庁とも連携しながら取組を進めていく。 

 

【総務省】 

・左記の対応方針を決定し、政府全体の司令塔について、内閣官

房と対応方針などを共有した。 

 

 

【経産省】 

・ＩｏＴ推進ラボの会員（関係省庁、自治体、企業等）に対して、

両省の実証テーマ、概要を配信・共有するなどの取組を継続的

に実施。 

・平成 29 年度概算要求における経済産業省内の類似事業につい

て、効率化を図る観点から本事業に統合・一本化し、平成 29年

度予算に反映することとした。 

・政府全体の司令塔について、内閣官房と対応方針などを共有し

た。 

 

・ＩｏＴの推進に当たっては、個人情報の取扱いや

セキュリティに十分配慮すべきである。 

【総務省】 

・指摘のとおり、ＩｏＴの推進に当たっては、個

人情報の保護やセキュリティに十分配慮する

ことが重要。 

➢ＩｏＴおもてなしクラウド事業やＩｏＴサ

ービス創出支援事業において、個人情報の取

扱いを含め、ＩｏＴサービスにおけるデータ

利活用の促進等に関するルールの明確化等

【総務省】 

・左記の対応方針を決定し、以下の取組を進める。 

➢ＩｏＴおもてなしクラウド事業及びＩｏＴサービス創出支

援事業の平成 29 年度予算執行に当たっては、同対応方針を

踏まえて、取組を進める。 

➢ＩｏＴ時代における我が国のセキュリティ対策に係る平成

28 年度第 2 次補正予算の執行に当たっては、同対応方針を

踏まえて、取組を進める。 
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を行う。 

➢産学官連携の「ＩｏＴ推進コンソーシアム」

において、引き続き、経済産業省とも連携し

て検討を進めていく。 

➢ＩｏＴ時代における我が国のセキュリティ

対策として、セキュアなゲートウェイやＩｏ

Ｔ機器の脆弱性等に関する注意喚起等の実

証事業を実施する。 

 

【経産省】 

・ＩｏＴ社会の進展に伴い、個人情報の取扱いや

セキュリティの重要性が高まっていることに

鑑み、実証内容にセキュリティ等の内容を盛り

込んでいる他、両省協力の下、ＩｏＴ推進コン

ソーシアムにＩｏＴセキュリティＷＧ、データ

流通促進ＷＧを設置し、ＩｏＴセキュリティガ

イドラインの策定等を行っているところ。分野

横断的な課題への検討・対応を行っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【経産省】 

・ＩｏＴ推進コンソーシアムの枠組みを活用しつつ、例えば、カ

メラ画像に関する利活用に関するガイドブックの策定等の取

組を進めていく。 
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秋の年次公開検証等の指摘事項に対するフォローアップ 

担当府省名 金融庁、文部科学省、経済産業省 

テーマ等 成長戦略の推進②（ベンチャー支援） 

指摘事項 

・ベンチャーを育成するためには、引き続き、必要な特許審査体制の整備を行い、審査や権利付与の迅速化を図ることも重要である。 

・ベンチャーの人材育成については、起業に失敗した人が再チャレンジできることが重要であり、また、ベンチャー支援を行う場合には、長期的な視点に立って、真に効果的

な施策に重点化すべきである。 

・技術開発には長期間かかることを踏まえ、民間からの長期のリスクマネーの供給を促進することが重要である。 

・ベンチャー支援、産学連携促進のための取組については、関係省庁の縦割りを排除し、日本全体のベンチャー支援のグランドデザインの下で、効果的・効率的に実施すべき

である。 

個別項目 対応方針・スケジュール 平成 29年度政府予算案閣議決定時までに決定・実施した内容 備考 

・ベンチャーを育成

するためには、引

き続き、必要な特

許審査体制の整備

を行い、審査や権

利付与の迅速化を

図ることも重要で

ある。 

【経済産業省】 

引き続き、任期付審査官を確保するとともに、

民間機関の協力を得て、過去の文献調査を行うた

めに必要な予算を確保することを目指す。 

【経済産業省】 

平成 29年度予算において、101名の任期付き審査官の新規採用

に係る人件費、過去の文献調査に係る外注費など、所要の審査関

係経費を計上した。 

 

・ベンチャーの人材

育成については、

起業に失敗した人

が再チャレンジで

きることが重要で

あり、また、ベンチ

ャー支援を行う場

合には、長期的な

視点に立って、真

に効果的な施策に

重点化すべきであ

る。 

【文部科学省、経済産業省】 

「ベンチャー・チャレンジ 2020」（平成 28年４

月日本経済再生本部決定）の枠組みの中で、内閣

官房日本経済再生総合事務局の指揮の下、関係省

庁と連携しながら平成 29 年度事業の効果的・効

率的な実施に取り組む。 

 

【文部科学省】 

平成 29 年度開始予定である次世代アントレプ

レナー育成事業（EDGE-NEXT）については、グロー

バルアントレプレナー育成促進事業（EDGEプログ

ラム）（平成 28年度まで実施）で得られた成果や

課題を踏まえつつ、外部有識者からなる委員によ

る厳正な採択審査や採択機関評価を行う等、メリ

ハリをつけながら５年間実施する。また、民間資

金の導入目標を設定する等事業の効率化を図る。 

 

【文部科学省、経済産業省】 

平成 29 年度の事業実施に向け、秋のレビューにおける指摘等

を踏まえ、｢対応方針・スケジュール｣のとおり行う。 

 

 

 

 

【文部科学省】 

次世代アントレプレナー育成事業（EDGE-NEXT）については、グ

ローバルアントレプレナー育成促進事業（EDGE プログラム）（平

成 28 年度まで実施）で得られた成果や課題を踏まえつつ、外部

有識者からなる委員による厳正な採択審査や採択機関評価を行

う等、メリハリをつけながら実施することとした。 

 

 

 

 

○ベンチャー・チャレンジ 2020 

http://www.kantei.go.jp/jp/topics/2016/sei

cho_senryaku/venture_challenge2020.pdf 
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【経済産業省】 

新事業・イノベーションを生み出す次世代の人

材・組織の基礎集団を育成する、グローバル・ベ

ンチャー・エコシステム連携強化事業について

は、事業の持続可能性を担保し、将来的には民間

の自立的な運営体制へ移行するためのロードマ

ップを明確にすることで、平成 30 年度以降の自

主事業化を目指す。 

また、創業補助金については、創業後の事業継

続が期待される者等に支援を重点化する。 

さらに、研究開発型ベンチャー支援事業につい

ては、真に効果的な案件に重点化する。 

【経済産業省】 

平成 29 年度予算においては、グローバル・ベンチャー・エコ

システム連携強化事業の裨益を受ける産業界・事業参加者からの

一部負担を求めることで、国費負担割合の低減・適正化を図ると

ともに、事業の効果検証を行った上で真に政策効果の高いと考え

られる事業に注力することとした。 

また、創業補助金については、補助事業期間中に１名以上の従

業員雇用を新たに要件化するとともに、民間金融機関等からの外

部資金調達の有無により補助上限に差を設けることとした。 

さらに、研究開発型ベンチャー支援事業においては、真に効果

的な案件に重点化して施策を実施することとし、技術面での目利

きのみならず経営面も含めた支援を組み合わせることにより、迅

速な実用化・事業化を目指すこととしている。 

・技術開発には長期

間かかることを踏

まえ、民間からの

長期のリスクマネ

ーの供給を促進す

ることが重要であ

る。 

【経済産業省】 

ベンチャー企業へのリスクマネー供給の促進

に向け、2022年までにベンチャー企業へのＶＣ投

資額（対名目ＧＤＰ比）を倍増することを、新た

な目標として設定する。 

また、レビューで指摘のあったとおり、我が国

においては、研究開発型スタートアップに対する

支援が不十分であるため、資金面・経営面の両面

からの支援を充実させることによって、エコシス

テムの構築を図る。 

 

【金融庁】 

 地域におけるリスクマネーの供給促進に取り

組んでいく。 

【経済産業省】 

ベンチャー投資を促す税制措置の延長決定や研究開発型スタ

ートアップに対する資金面・経営面の両面からの支援を充実させ

るなど、ベンチャーへのリスクマネー供給の拡大に向けた施策を

継続的に実施している。 

  

 

 

 

 

 

【金融庁】 

 － 

○平成 29年度税制改正大綱の閣議決定 

http://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform

/outline/fy2017/20161222taikou.pdf 

・ベンチャー支援、

産学連携促進のた

めの取組について

は、関係省庁の縦

割りを排除し、日

本全体のベンチャ

ー支援のグランド

デザインの下で、

効果的・効率的に

実施すべきであ

る。 

【文部科学省、経済産業省】 

我が国の経済成長の起爆剤となり、世界共通の

社会課題の解決に貢献するベンチャーが、自発

的・連続的に創出される社会を実現することを目

指して、2020年を１つの目標として、真に効果的・

効率的なベンチャー政策の実行・実現を目指す。 

「ベンチャー・チャレンジ 2020」等の枠組みの

中で、内閣官房日本経済再生総合事務局の指揮の

下、関係省庁と連携しながら平成 29 年度事業の

効果的・効率的な実施に取り組む。 

 

【文部科学省、経済産業省】 

「ベンチャー・チャレンジ 2020」に基づき、政府関係機関コン

ソーシアム及びアドバイザリーボードを設置し、平成 28年 11月

に第１回となる会合を開催、議論を開始した。同会合において各

省庁及び政府関係機関が目指すべき絵姿を共有し、我が国のベン

チャー・エコシステム形成に向けて各施策を連携させていくこと

を確認した。 

 

○政府関係機関コンソーシアムの設置について 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisai

sei/venture_challenge2020/pdf/consortium_s

etchi.pdf 

○アドバイザリーボードの設置について 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisai

sei/venture_challenge2020/pdf/advisory_boa

rd_setchi.pdf 

○政府関係機関コンソーシアム及びアドバイザ

リーボードの開催について 

http://www.kantei.go.jp/jp/headline/pdf/20

161114/venture_challenge2020.pdf 
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秋の年次公開検証等の指摘事項に対するフォローアップ 

担当府省名 外務省 

テーマ等 国際協力①（無償資金協力） 

指摘事項 

・効果的・効率的な ODA（政府開発援助）を実施するために、援助の目的・性質に応じて有償資金協力・無償資金協力・技術協力を適切に実施すべきである。 

・無償資金協力については、真に必要な予算額に絞るとともに、ＪＩＣＡ（独立行政法人国際協力機構）や国際機関、ＮＧＯ等の支出先ごとの配分額や役割分担を明確に整理

することで、国民に対して判断材料をより積極的に提供すべきである。 

・無償資金協力における具体的なプロジェクトの発掘・決定・評価については、ODA の目的を達成する観点及び納税者に対する説明責任を果たす観点から公表範囲、手法の拡

大を含めて改善すべきである。 

・無償資金協力の成果については、定量的な評価を実施するなど、その後の援助にいかすための PDCAサイクルに関する整備を検討すべきである。 

個別項目 対応方針・スケジュール 
平成 29年度政府予算案閣議決定

時までに決定・実施した内容 
備考 

・効果的・効率的な ODA（政府開発援助）を実施する

ために、援助の目的・性質に応じて有償資金協力・

無償資金協力・技術協力を適切に実施すべきであ

る。 

・無償資金協力については、真に必要な予算額に絞

るとともに、ＪＩＣＡ（独立行政法人国際協力機

構）や国際機関、ＮＧＯ等の支出先ごとの配分額や

役割分担を明確に整理することで、国民に対して

判断材料をより積極的に提供すべきである。 

「無償資金協力については，真に必要な予算額に絞る」との指摘を踏まえ，平成２９

年度予算の効果的・効率的な執行に努める。 

また，指摘を踏まえ，国民に対して判断材料をより積極的に提供するため，平成２９

年度に作成する行政事業レビューシートにおいて，ＪＩＣＡや国際機関，ＮＧＯ等の支

出先ごとの配分額や支援の内容を明記する。 

（スケジュール） 

平成２９年６月末 行政事業レビューシート中間公表 

平成２９年８月末（予定） 行政事業レビューシート最終公表 

指摘を踏まえ，無償資金協力の

平成２９年度予算につき，真に必

要な予算額に絞った。 

 

・無償資金協力における具体的なプロジェクトの発

掘・決定・評価については、ODAの目的を達成する

観点及び納税者に対する説明責任を果たす観点か

ら公表範囲、手法の拡大を含めて改善すべきであ

る。 

指摘を踏まえ，無償資金協力における具体的なプロジェクトの発掘・決定・評価につ

いては，以下のとおり公表範囲，手法の拡大を含めて改善する。 

（スケジュール） 

１．無償資金協力に関しては，これまでＪＩＣＡ実施分については，２億円以上の案件

につき内部で事後評価を，１０億円以上の案件につき第三者による事後評価を行い，

これを公表してきたが，今後は外務省が実施する無償資金協力についても，一定規

模以上の案件につき，外交的に機微な部分を除き，評価結果を原則公表する方向で

検討を進め，平成２９年度から漸次公表していく。 

２．上記１の案件のうち更に規模の大きい案件につき，第三者による評価を実施し，評

価結果を公表する方向で検討を進める。 

関係部署間で協議し，評価結果

の公表のあり方等を検討した。 

 

・無償資金協力の成果については、定量的な評価を

実施するなど、その後の援助にいかすための PDCA

サイクルに関する整備を検討すべきである。 

 指摘を踏まえ，無償資金協力の成果については，定量的な評価を実施するとともに，

その後の開発協力に活かすためのＰＤＣＡサイクルに関する整備を検討する。 

（スケジュール） 

定量的な評価を強化するため，無償資金協力の案件の評価フォーマットを見直し，改

定したフォーマットに基づいて評価した結果を平成２９年度から漸次公表していく。 

関係部署間で協議し，評価フォ

ーマットの見直しを行うなどの

改善策を検討した。 
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秋の年次公開検証等の指摘事項に対するフォローアップ 

担当府省名 経済産業省、環境省 

テーマ等 国際協力②（二国間クレジット） 

指摘事項 

・経済産業省と環境省の事業の重複を排除するとともに、これまでの事業の成果を踏まえた支援メニューの再考と重点化、さらには窓口を一本化するなど効率的な事業実施体

制の確保に取り組むべきである。 

・今後、国による支援は、費用対効果が高く、先駆的な事例や我が国の省エネ技術等の普及にも貢献できるようなものに対して、補助金に依存しない、民間主導のプロジェク

トの普及につながっていくものに限定していくべきである。また、本年から地球温暖化対策分野について、１ｔあたりのＣＯ２削減コストを行政事業レビューシートに明記

するように改善されたところであり、今後、更に計算方法の共通化に取り組むべきである。 

・経済産業省と環境省が実施する温暖化対策事業について、両省間で政策の実現に向けたアプローチを共有し、効率的で効果的な予算となるよう取り組むべきである。 

個別項目 対応方針・スケジュール 平成 29年度政府予算案閣議決定時までに決定・実施した内容 備考 

・経済産業省と環境省の事業の重複を排除すると

ともに、これまでの事業の成果を踏まえた支援

メニューの再考と重点化、さらには窓口を一本

化するなど効率的な事業実施体制の確保に取り

組むべきである。 

【経済産業省・環境省】 

経済産業省と環境省の事業の重複を排除する

とともに、これまでの事業の成果を踏まえた支援

メニューの再考と重点化、さらには窓口を一本化

するなど効率的な事業実施体制の確保に向けた

検討を行う。 

 

（スケジュール） 

平成 30 年度概算要求までを目途に、支援メニ

ューの再考と重点化、窓口の一本化についての方

向性を示す。 

【経済産業省】 

案件形成支援について、経産省と環境省の役割分担の下で、FS

調査の対象を、民間主導プロジェクトにつながる見込みの高い案

件に限定していく等、事業実施方針の再考等を行う。 

 

【環境省】 

個別プロジェクト実現に係る FS 調査については、経済産業省

の事業内容と重複しているため、廃止。また、案件形成に向けた

課題抽出等のための事業については、より費用効果の高いプロジ

ェクトの案件形成等に重点化を図る。 

 

・今後、国による支援は、費用対効果が高く、先駆

的な事例や我が国の省エネ技術等の普及にも貢

献できるようなものに対して、補助金に依存し

ない、民間主導のプロジェクトの普及につなが

っていくものに限定していくべきである。 

【経済産業省】 

実証事業の対象は、費用対効果が高く、先駆的

な事例や我が国の省エネ技術等の普及にも貢献

できるようなものに対して、補助金に依存しな

い、民間主導のプロジェクトの普及につながって

いくものに限定していく。 

 

（スケジュール） 

平成 29年 10月頃まで 実証事業の採択案件決定 

 

【環境省】 

JCM設備補助事業の採択案件の対象は、費用対

効果が高く、先駆的な事例や我が国の省エネ技術

等の普及にも貢献できるようなものに対して、補

【経済産業省】 

民間主導のプロジェクトの普及につながっていくものに限定

していく観点や、費用対効果や事例の先駆性等の観点を踏まえ、

案件の見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

【環境省】 

補助金に依存しない、民間主導のプロジェクトの普及につなげ

ていく事業に限定するため、平成 29 年度については、費用対効

果が 4,000円／t-CO2以下の案件に限定。なお、平成 30年度以降
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助金に依存しない、民間主導のプロジェクトの普

及につながっていくものに限定していく。 

 

（スケジュール） 

平成 29年 4月頃まで 審査基準の公表 

平成 29年 6月頃から平成 30年 1月頃まで順次、

採択案件を決定 

も、段階的に要件を見直す予定。 

・また、本年から地球温暖化対策分野について、１

ｔあたりのＣＯ２削減コストを行政事業レビュ

ーシートに明記するように改善されたところで

あり、今後、更に計算方法の共通化に取り組むべ

きである。 

【経済産業省・環境省】 

内閣官房行政改革推進本部事務局と調整しな

がら検討する。 

【経済産業省・環境省】 

 － 

 

 

・経済産業省と環境省が実施する温暖化対策事業

について、両省間で政策の実現に向けたアプロ

ーチを共有し、効率的で効果的な予算となるよ

う取り組むべきである。 

【経済産業省・環境省】 

両省が連携して実施する温暖化対策事業につ

いては、効率的・効果的な予算になるよう連携し

て取り組んできたところであるが、ご指摘を踏ま

え、政策の実現に向けたアプローチの共有を含

め、更なる取組を検討する。 

 

（スケジュール） 

平成 30 年度概算要求までを目途に、両省間の

議論の場を設け、取組について検討する。 

【経済産業省・環境省】 

 － 
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秋の年次公開検証等の指摘事項に対するフォローアップ 

担当府省名 外務省 

テーマ等 フルコスト分析（旅券関連業務） 

指摘事項 
・旅券関連業務については、邦人援護等に係るコストと旅券発給に係るコスト双方に関して、予算と実績それぞれの内訳を、国民に対して分かりやすく説明すべきである。 

・旅券の発給業務については、コスト削減に努めるとともに、マイナンバー制度等を活用して、行政コストの削減を図るべきである。 

個別項目 対応方針・スケジュール 平成 29年度政府予算案閣議決定時までに決定・実施した内容 備考 

・旅券関連業務については、邦人援護等に係るコス

トと旅券発給に係るコスト双方に関して、予算

と実績それぞれの内訳を、国民に対して分かり

やすく説明すべきである。 

・指摘を踏まえ，邦人保護等に係るコストと旅券

発給に係るコスト双方の予算と実績の内訳を

当省ＨＰに掲載することとする。 

（スケジュール） 

上記につき，今年度中を目途に公表できるよう引

き続き検討を進める。 

今年度中を目途に公表できるよう，公表内容につき検討を進め

た。 

 

 

 

  

 

 

― 

・旅券の発給業務については、コスト削減に努める

とともに、マイナンバー制度等を活用して、行政

コストの削減を図るべきである。 

・指摘を踏まえ，コスト削減に努めることとす

る。 

（スケジュール） 

秋のレビューでのコスト削減の指摘を踏まえ，平

成２９年度予算において冊子の単価を見直すと

共に，予算の効率的な執行に努める。 

 

 

・指摘を踏まえ，旅券発給業務におけるマイナン

バーの利活用による行政コスト削減の可能性

を検討することとする。 

（スケジュール） 

旅券業務については、戸籍事務での検討状況を踏

まえ、平成 31 年通常国会を目処に必要な法制上

の措置等を講ずる。（「世界最先端 IT 国家創造宣

言」（平成 28年 5月 20日閣議決定）） 

 

 

 

 

 

秋のレビューでのコスト削減の指摘を踏まえ，平成２９年度予算

において，旅券冊子の単価を見直す等して，１０年及び５年旅券

冊子の要求額を当初要求額から約０．５億円削減した。 

 

 

 

 

 

 

旅券発給業務におけるマイナンバー制度等の利活用の可能性（戸

籍情報とマイナンバーとのリンクが旅券発給業務にとって十分

なものとなるか等）につき関係省庁と協議，検討を進めた。 

 

 

 

 

― 
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秋の年次公開検証等の指摘事項に対するフォローアップ 

担当府省名 国土交通省 

テーマ等 自動車環境基準の審査 

指摘事項 

・特定の自動車メーカーによる不正事案を契機として、「自動車の型式指定審査におけるメーカーの不正行為を防止するためのタスクフォース 最終とりまとめ」（平成 28年 9

月 16日）で取りまとめられた実車の抜き取り等の対策を、不正事案の再発防止に向けて着実に進めていくべきである。 

・自動運転等の自動車技術が急速に発展していく中で、型式指定審査を実施する側の技術も発展させる必要があり、型式指定審査をより合理的・効果的に進めるべきである。 

個別項目 対応方針・スケジュール 平成 29年度政府予算案閣議決定時までに決定・実施した内容 備考 

・特定の自動車メーカーによる不正事案を契機と

して、「自動車の型式指定審査におけるメーカー

の不正行為を防止するためのタスクフォース 

最終とりまとめ」（平成 28年 9月 16日）で取り

まとめられた実車の抜き取り等の対策を、不正

事案の再発防止に向けて着実に進めていくべき

である。 

「自動車の型式指定審査におけるメーカーの不

正行為を防止するためのタスクフォース最終と

りまとめ」で取りまとめられた対策について、同

とりまとめ別紙３に示すスケジュールに従って

進めていく。 

タスクフォース最終とりまとめで取りまとめられた対策のうち、

下記については既に実施をしている。 

・自動車メーカーから提出されるデータに関するチェック 

・不正を行った自動車メーカーに対する審査の厳格化 

・自動車メーカーの型式指定申請プロセス等のチェック 

・不正を行った自動車メーカーに対する不利益処分、罰則の適用 

・相互承認に関する国際的な協調（随時） 

・自動車メーカーの開発・認証業務に係る不正行為の通報窓口の

設置 

「自動車の型式指

定審査におけるメ

ーカーの不正行為

を防止するための

タスクフォース最

終とりまとめ」（別

紙３） 

http://www.mlit.

go.jp/common/001

145947.pdf 

・自動運転等の自動車技術が急速に発展していく

中で、型式指定審査を実施する側の技術も発展

させる必要があり、型式指定審査をより合理的・

効果的に進めるべきである。 

自動車の技術基準に適合しているかどうかの審

査方法は国際標準化が進んでおり、国連におい

て、安全・環境基準の強化とともに、自動車技術

の発展に合わせた審査方法の議論が行われてい

るところ。 

例えば、自動操舵技術に関する安全基準や審査方

法について、我が国も当該国際会議に積極的に参

加しつつ、最短で平成 30 年度までの改正を目指

しており、改正された審査方法を国の型式審査に

反映していく。 

国連の自動車基準調和世界フォーラムに（11 月 14～17 日）に参

加し、（独）自動車技術総合機構交通安全環境研究所の審査部門や

研究部門と連携しつつ、自動運転技術に関する安全基準や審査方

法について積極的に議論を主導した。 
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秋の年次公開検証等の指摘事項に対するフォローアップ 

担当府省名 農林水産省 

テーマ等 基金に関する事業 

指摘事項 

・漁業経営セーフティーネット構築等事業については、合理的な保険事業となっているか、漁業者の経営合理化へのインセンティブとなっているか、事業の執行計画を厳しく

再精査した上で基金残高がどれくらい必要か、といった点について厳密に検討すべきである。 

・両基金について、事業の将来見込みと執行実績との間で大きな乖離が生じており、事業の執行計画を厳しく再精査し、基金への積み増しは必要最低限とし、余剰資金は国庫

返納すべきである。 

個別項目 対応方針・スケジュール 
平成 29年度政府予算案閣議決定時までに決定・

実施した内容 
備考 

・漁業経営セーフティーネット

構築等事業については、①合理

的な保険事業となっているか、

②漁業者の経営合理化へのイ

ンセンティブとなっているか、

③事業の執行計画を厳しく再

精査した上で基金残高がどれ

くらい必要か、といった点につ

いて厳密に検討すべきである。 

・①について 

  燃油や配合飼料の価格上昇に備える事業として、より少ない国費で、同様の事業効果を得

られる手法について、次年度の予算編成に向け、金融の専門家や市場関係者等の意見も聞き

ながら、水産庁において検討する。 

（スケジュール） 

29年７月頃 次年度の予算要求に向け、検討結果のとりまとめ。 

 

・②について 

 漁業者の経営合理化へのインセンティブとなるよう、燃油の積立契約の締結に当たり、省

燃油に資する取組を実施していることを要件としているところであり、その他インセンティ

ブの付与については今後検討する。（29 年 7 月頃までに次年度の予算要求に向け、検討結果

をとりまとめ）。 

 指摘のあったように、漁業者が自らリスクに備えることの有用性について、漁業者の理解

を得られるよう、啓蒙活動に努める。 

 

・③について 

指摘を踏まえ、入手し得るデータを最大限活用し、より精度の高い見込み額の算定を行う。 

（スケジュール） 

29年７月頃 次年度の予算要求に向け、30年度に必要となる補塡金額を算定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・③について 

 28年 12月  平成 29年度末までに基金に備え

ておくべき額について、最新の

情報に基づき、再精査を実施。 

  

・両基金について、事業の将来見

込みと執行実績との間で大き

な乖離が生じており、事業の執

行計画を厳しく再精査し、基金

への積み増しは必要最低限と

し、余剰資金は国庫返納すべき

である。 

・事業の執行計画を厳しく再精査する。 ・指摘を踏まえて厳しく再精査した結果、29年度

の支払には、基金への追加的な積み増しは不要

と判断したため、29 年度政府予算案において

は、事業の実施に必要となる事務費のみ計上

し、基金への積み増しは行わないこととした。 
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秋の年次公開検証等の指摘事項に対するフォローアップ 

担当府省名 環境省 

テーマ等 基金に関する事業 

指摘事項 

・地域低炭素化出資事業については、国が実施する根拠、基金方式の必要性を含め、低炭素化を推進する政策の中での意義・位置づけを再整理するとともに、基金の管理費が

過大とならないよう、事業内容及び管理運営体制を抜本的に見直すべきである。また、投資案件のモニタリングについても厳正に行うべきである。 

・両基金について、事業の将来見込みと執行実績との間で大きな乖離が生じており、事業の執行計画を厳しく再精査し、基金への積み増しは必要最低限とし、余剰資金は国庫

返納すべきである。 

個別項目 対応方針・スケジュール 
平成 29年度政府予算案閣議決定

時までに決定・実施した内容 
備考 

・地域低炭素化出資事業については、国が実施する

根拠、基金方式の必要性を含め、低炭素化を推進

する政策の中での意義・位置づけを再整理すると

ともに、基金の管理費が過大とならないよう、事

業内容及び管理運営体制を抜本的に見直すべき

である。 

① 「ＦＩＴの導入後においてもなお、民間だけでは十分に進んでいない再生可能エネルギー事

業（風力、中小水力、バイオマス、地熱・温泉熱）等について、その普及に向けた課題を克服

し、普及をさらに促進していくこと。」を事業目的として再整理する。これにあわせ、「ＦＩＴ

の対象となる太陽光発電」については、民間投資が進み、堅調な伸びをみせていることから、

新規の出資決定は行わないこととする。 

 

② 直接出資に比べ案件組成に多大なマンパワーや事務費を要し、かつ、出資決定後の支出滞留の

大きな原因となっていた「サブファンド方式」の新規の出資決定を行わないこととする。 

 

③ 適切な競争性の確保のため、基金管理団体としての採択期間を定め、定期的に公募を行う。 

・「ＦＩＴの対象となる太陽光発電」

及び「サブファンド方式」については、

新規の出資決定は行わないこととし

た。 

 

・採択期間を定め、定期的に公募を行

うこととした（２９年１月１６日公募

開始）。 

  

・また、投資案件のモニタリングについても厳正に

行うべきである。 

モニタリングの厳格化のため、基金管理団体におけるモニタリング担当職員の重点化を図

る。また、各案件に係る進捗状況を的確に把握するための措置について検討しており、４月

を目途に当該措置を開始する予定。 

モニタリングの厳格化に向けて検

討を行っている。 

  

・両基金について、事業の将来見込みと執行実績と

の間で大きな乖離が生じており、事業の執行計画

を厳しく再精査し、基金への積み増しは必要最低

限とし、余剰資金は国庫返納すべきである。 

① 本事業は、年度毎の予算措置により基金を設置し、各基金の設置年度における支援決定

額・事務費と予算額との差額は国庫に返納しており、必要な資金だけが基金に存置され

ている。引き続き、支援決定額・事務費と予算額との差額が生じた場合には、速やかに

国庫返納するとともに、出資決定案件の厳格なモニタリングを通じて、案件の進捗管理

を徹底する。  

 

② ＦＩＴの導入後においてもなお、民間だけでは十分に進んでいない再生可能エネルギー事業

（風力、中小水力、バイオマス、地熱・温泉熱）等について、その普及に向けた課題を克服し、

普及をさらに促進していくこと。」を事業目的として再整理する。これにあわせ、「ＦＩＴの対

象となる太陽光発電」については、民間投資が進み、堅調な伸びをみせていることから、新規

の出資決定は行わないこととする。 

 

③ 直接出資に比べ案件組成に多大なマンパワーや事務費を要し、かつ、出資決定後の支出滞留の

大きな原因となっていた「サブファンド方式」の新規の出資決定を行わないこととする。 

・余剰資金であった 824 百万円に

ついては 28 年 12 月に国庫返納済

み。 

 

・事業を再整理した結果を平成 29

年度政府予算案に反映。 

 

・「ＦＩＴの対象となる太陽光発電」

及び「サブファンド方式」については、

新規の出資決定は行わないこととし

た。 
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秋の年次公開検証等の指摘事項に対するフォローアップ 

担当府省名 内閣府、厚生労働省、国土交通省 

テーマ等 PFI（実例に即して） 

指摘事項 

・上下水道の PFI推進に向けて、PFI事業の採用の背景や PFI事業を実際に実施する上での課題等について、大阪市の経験を他の自治体とも共有すべきである。 

・「PPP/PFI推進アクションプラン」（平成 28年 5月 18日民間資金等活用事業推進会議決定）における数値目標達成に向け、最大限努力すべきである。 

・民間事業者が上下水道の PFI 事業に参入するために、メリットやリスクを把握できるよう、自治体において、上下水道で財務や経営に関する「見える化」を進めるべきであ

る。 

・上下水道の中・長期的な採算性の改善については広域化が必要となる自治体が存在するので、広域化が進んでいない自治体における上下水道の処理施設・浄水施設の改築に

対する補助等については、広域化の検討を行うことを要件とすべきである。 

個別項目 対応方針・スケジュール 平成 29年度政府予算案閣議決定時までに決定・実施した内容 備考 

・上下水道の PFI 推進に向け

て、PFI 事業の採用の背景や

PFI 事業を実際に実施する上

での課題等について、大阪市

の経験を他の自治体とも共

有すべきである。 

【厚労省】 

各水道事業者が、官民連携の多様な選択肢の中から、各々の

事業のあり方を踏まえた上で、適切なものを選択できるよう、

その検討等に当たって必要となる情報や留意点を、大阪市など

の先進的な事例や「水道分野における官民連携推進協議会」で

の議論等を踏まえながら、引き続き、詳細に情報提供し、自治

体と共有していく。 

 

【国交省】 

下水道事業については、大阪市を含めた先進的な自治体の取

組を、他の自治体と共有する。 

（スケジュール） 

先進的な自治体の取組を取りまとめ、平成 29 年度中に検討

会や自治体担当者会議等で周知を行う。 

【厚労省】 

 平成 27 年度に開催した「水道分野における官民連携推進協議会」において、先

進的な取組事例として「大阪市におけるコンセッション制度活用の検討」を紹介す

るとともに、厚生労働省のホームページも活用し、広く共有することに努めてきた。 

 また、コンセッションを含めた官民連携事業を検討している８つの水道事業体に

向け、大阪市水道局での取組状況について、平成 28年 12月に情報提供を行った。 

 

 

【国交省】 

下水道事業については、PFI事業の採用の背景や PFI事業を実際に実施する上で

の課題等、大阪市を含めた先進的な自治体の取組について、平成 29 年度中に取り

まとめて、自治体担当者会議等で周知等を行うことにより、共有することとした。 

 

・「PPP/PFI 推進アクションプ

ラン」（平成 28 年 5 月 18 日

民間資金等活用事業推進会

議決定）における数値目標達

成に向け、最大限努力すべき

である。 

【内閣府】 

（対応方針） 

・指摘を踏まえ、引き続き、PPP/PFI 手法導入を優先的に検討

する仕組みの構築、案件形成支援、地域プラットフォーム形成

支援及び PPP/PFI専門家派遣等を通じ、アクションプランにお

ける数値目標達成に向けた必要な施策を講じることとする。 

・上下水道事業にコンセッション方式を導入する先進的な地方

公共団体が、地方債を運営権対価で繰上償還する際の補償金を

減免する法制度を関係省庁とともに整備する。 

（スケジュール） 

・平成 29年度以降も、地域プラットフォームの全国的な体制整

【内閣府】 

・アクションプランにおける数値目標について、コンセッション事業の重点分野に

ついては、空港７件、水道２件、下水道４件、道路１件が、実施契約の締結や実施

方針の公表を行う等進捗している。 

・平成 27年度から、地域の企業、金融機関、地方公共団体等 

が集まり、PPP/PFI事業のノウハウ習得と案件形成能力の向上を図るとともに、具

体の案件形成を目指した取組を推進する地域プラットフォームの形成促進に取り

組んでいるところ。 

・地方公共団体レベルの地域プラットフォームの体制整備について、平成 28 年７

月にモデル５都市を選定し支援を行っている。 

・海外における水道分野の PFI事業制度と事例の最新動向について調査を行い、そ
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備を計画的に展開する。 

・今年度末における PPP/PFI優先的検討規程の策定状況につい

て再度フォローアップを実施。 

・上下水道コンセッション事業の推進に資する支援措置につい

て、12月２日に二次募集を開始。引き続き年度内の支援を続け

ていく。 

・地方公共団体が PPP/PFIを優先的に検討する際に参考となる

「運用の手引き」を策定し、平成 29年２月以降に全国説明会等

を通じ周知。 

・補償金免除繰上償還に関する検討を踏まえて平成 30 年度財

投要求を行う。 

 

 

 

 

 

 

【厚労省】 

水道事業においてコンセッション方式が現実的な選択肢とな

り得るよう、第 193回通常国会への水道法改正案の提出など、

必要な法令等の整備を進めていく。 

 さらに、水道法に基づく「第三者委託制度」を実施するなど

民間事業者の活用に積極的な水道事業体等を中心に、コンセッ

ション方式の意義及び上記の対応により水道事業においてコン

セッション方式が現実的な選択肢となり得ることの効果を率先

して示すとともに、先行する検討事例の実例やコンセッション

推進のための支援策を情報提供することで、コンセッション方

式の導入の検討を促すなど、具体の案件形成に向けた自治体に

対する働きかけ（トップセールス）を、働きかけを行う対象の

拡大とともに強化し、数値目標達成に向けて取り組んでいく。 

 

【国交省】 

下水道事業については、コンセッション導入に向けた実施方

針作成などの準備支援を行うとともに、首長等に対する導入へ

の働きかけを、特に執行体制が脆弱な自治体に対して強化して

実施する。 

（スケジュール） 

準備支援については、平成 29 年度にコンセッション事業の

導入を検討している 9 自治体に対して案件形成等の支援を行

の調査結果を公表するとともに、水道分野で PFI制度を導入している海外の首長を

招聘し、地方公共団体や民間事業者を対象にしたシンポジウムを開催した。 

・PPP/PFI優先的検討の仕組みの構築に向けて、優先的検討規程の説明会を全国９

都市で開催し、合計 232団体の自治体等に規程の策定を働きかけるとともに策定状

況の公表を行った。 

・平成 28年度第２次補正予算において、上下水道コンセッシ 

ョン事業の推進に資する支援措置として、地方公共団体に対して、コンセッション

事業等導入に係る検討に要する調査委託費を全額助成することとし、平成 28年 12

月 2日に８件の支援対象を決定。 

・コンセッション事業の円滑かつ効率的な遂行を図るため、地 

方公共団体が料金の一体的徴収の必要がある場合に、コンセッション事業者の委託

を受けて、利用料金を収受することができるようＰＦＩ法施行令の改正（平成 28

年 11月 30日公布）を行った。 

・平成 29 年度政府予算案において、内閣府は、案件形成支援、地域プラットフォ

ーム形成支援及び PPP/PFI専門家派遣のため、163,152千円を計上している。 

 

 

【厚労省】 

コンセッション方式活用時の水道事業の認可のあり方に対する要望（認可を自治

体に残しながらコンセッションができる水道法改正の検討など）や、「日本再興戦

略 2016」や「経済財政運営と改革の基本方針 2016」で、水道事業における公共施

設等運営権方式（コンセッション方式）の推進のための取組が求められていること

を受け、平成 28 年 11 月 22 日の第 9 回厚生科学審議会 ※において、コンセッショ

ン方式の導入に向けて法制的に必要な対応を行う旨の内容を含む報告書の取りま

とめを行った。 

※厚生科学審議会生活環境水道部会水道事業の維持・向上に関する専門委員会 

 トップセールスについては、平成 28年中において、19の水道事業体に対して実

施した。 

 

 

 

【国交省】 

下水道事業については、これまでコンセッション導入に向けた実施方針作成など

の準備支援や首長等に対する導入への働きかけを行ってきたことにより、導入に向

けた具体的検討を実施中の 4市（浜松市、大阪市、奈良市、三浦市）に加え、28年

12 月に 2 市（宇部市、須崎市）が具体的検討を開始し、数値目標を達成する見込

み。 

今後こうした取り組みを強化することにより、更にコンセッション事業導入検討

自治体を拡大することとした。 
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う。 

また、自治体に対する働きかけの強化については、平成 28年

中に実施する。 

※28年 12月まで 19自治体に対して、トップセールスを実施済。 

 

 

・民間事業者が上下水道の PFI

事業に参入するために、メリ

ットやリスクを把握できる

よう、自治体において、上下

水道で財務や経営に関する

「見える化」を進めるべきで

ある。 

 

【厚労省】 

中長期的な水道施設の更新需要及び財政収支の見通しを試算

し、施設の重要度や健全度を考慮して具体的な更新施設や更新

時期をあらかじめ定める、いわゆるアセットマネジメントによ

り、計画的に施設を更新するよう努めなければならない旨を水

道法上位置付けるとともに、更新需要と財政収支の見通しの試

算を行った場合には、わかりやすい形で公表するよう努めなけ

ればならない旨を水道法上位置付けるよう第 193回通常国会を

目指し取り組んでいく。 

 また、内閣府が所管しているコンセッション事業の導入の前

提となるデューデリジェンス（資産評価）等の検討に係る費用

に対する財政支援制度について周知し、同制度の活用を後押し

する。 

 

【国交省】 

下水道事業については、財務や経営に関する「見える化」を

推進するために、事業計画の公表を原則化すること等を行う。 

（スケジュール） 

事業計画の公表の原則化については、平成 29 年度より実施

する。情報の調査等については、平成 29年度内に調査結果等の

取りまとめを行い、その成果を公表する。 

【厚労省】 

平成 28 年 11 月 22 日の第 9 回厚生科学審議会において、適切な資産管理の推進

に向け、計画的な施設更新を行うアセットマネジメント（長期的視野に立った計画

的な資産管理）や、更新需要・財政収支の見通しを把握した場合の公表を努力義務

化する内容を含む報告書の取りまとめを行った。 

内閣府の財政支援制度については、現在、コンセッションについて検討を実施し

ている 4つの事業体に対して平成 28年 10月に個別に情報提供を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

【国交省】 

下水道事業については、財務や経営に関する「見える化」を推進するために、事

業計画の公表を原則化するとともに、民間事業者の参入促進を図るために、必要な

情報の調査・整備を行うこととした。 

 

 

 

・上下水道の中・長期的な採算

性の改善については広域化

が必要となる自治体が存在

するので、広域化が進んでい

ない自治体における上下水

道の処理施設・浄水施設の改

築に対する補助等について

は、広域化の検討を行うこと

を要件とすべきである。 

【厚労省】 

 生活基盤施設耐震化等交付金において実施する浄水施設を含

む基幹構造物の改築等については、平成 29 年度事業実施分か

ら広域化を検討したことを要件とすることとした。 

 

【国交省】 

 下水道事業については、下水処理場の改築への支援に当たり、

当該処理場の統廃合の検討を要件化する。 

（スケジュール） 

 平成 29年度より実施する。 

【厚労省】 

 平成 29 年 4 月までに「生活基盤施設耐震化等交付金」要綱等の改正にて対応す

ることとした。 

 

 

【国交省】 

下水道事業については、広域化を推進するために、下水処理場の改築への支援に

当たり、当該処理場の統廃合の検討を要件化することとした。 
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秋の年次公開検証等の指摘事項に対するフォローアップ 

担当府省名 国土交通省 

テーマ等 住宅セーフティネット 

指摘事項 

・今後の住宅セーフティネットの推進に当たっては、既存の社会保障制度との役割分担を明確にしていく必要がある。 

・若年世帯、子育て世帯を含めた住宅確保要配慮者に対し、より効果的に、よりニーズに合った住宅支援となるよう、支援メニューの内容を見直し、重点化を図るべきである。 

・住宅改修への支援については、真に住宅確保要配慮者が必要とするものに限定すべきである。 

・居住支援協議会については、市町村レベルでよりきめ細やかに対応できるよう、住宅情報の発信や住宅確保要配慮者に対する住宅の紹介等のマッチング機能に重点を置き、

機能強化をしていくべきである。 

個別項目 対応方針・スケジュール 平成 29年度政府予算案閣議決定時までに決定・実施した内容 備考 

・今後の住宅セーフティネットの推進に当たって

は、既存の社会保障制度との役割分担を明確に

していく必要がある。 

家賃低廉化における補助対象を明確化。 

（スケジュール） 

平成２９年度政府予算案に反映させた。 

既存の社会保障制度との役割分担を明確にするため、家賃低廉化

について、生活保護（住宅扶助）及び生活困窮者自立支援制度（住

居確保給付金）の対象世帯を対象範囲から除外。 

・若年世帯、子育て世帯を含めた住宅確保要配慮者

に対し、より効果的に、よりニーズに合った住宅

支援となるよう、支援メニューの内容を見直し、

重点化を図るべきである。 

住宅確保要配慮者に対し、効果的な住宅支援とな

るよう支援メニューを重点化。 

（スケジュール） 

平成２９年度政府予算案に反映させた。 

若年世帯等の住宅確保要配慮者に対し、より効果的な支援となる

よう、家賃低廉化についての対象世帯を収入分位 40％以下から

25％以下へ重点化。 

・住宅改修への支援については、真に住宅確保要配

慮者が必要とするものに限定すべきである。 

住宅改修費補助の対象工事を限定。 

（スケジュール） 

平成２９年度政府予算案に反映させた。 

住宅改修への支援について、住宅確保要配慮者のニーズに合った

ものとすること、過度に大家が裨益しないこと等の観点から、シ

ェア居住住宅への用途変更工事、間取り変更工事、バリアフリー

改修工事等、必要最低限の改修のみに限定。 

・居住支援協議会については、市町村レベルでより

きめ細やかに対応できるよう、住宅情報の発信

や住宅確保要配慮者に対する住宅の紹介等のマ

ッチング機能に重点を置き、機能強化をしてい

くべきである。 

市町村レベルでの居住支援協議会活動の機能強

化が図られるよう支援を重点化。 

（スケジュール） 

平成２９年度政府予算案に反映させるとともに、

適切な執行を図る。 

居住支援協議会等の活動支援については、制度の周知・普及経費

を削減するとともに、市町村レベルでの協議会の数を増やし、住

宅確保要配慮者向けの住宅相談会、住宅等の情報発信、契約手続

きサポート等、マッチング機能の強化に重点化。 
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平成 28年「通告」の指摘事項に対する各府省の対応状況 

（平成 29年１月 20日現在） 
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秋の年次公開検証等の指摘事項に対するフォローアップ 

担当府省名 警察庁 

テーマ等 警察用車両の整備 

指摘事項 
・警察用車両の整備については、計画的に整備を行っていく必要があるが、耐用年数に基づく画一的なものではなく、日々の警察活動において使用頻度が高い車両を優先的に

整備すべきである。また、各年度において必要不可欠なものに限定して整備を行うべきである。 

個別項目 対応方針・スケジュール 平成 29年度政府予算案閣議決定時までに決定・実施した内容 備考 

・警察用車両の整備については、計画的に整備を行

っていく必要があるが、耐用年数に基づく画一

的なものではなく、日々の警察活動において使

用頻度が高い車両を優先的に整備すべきであ

る。また、各年度において必要不可欠なものに限

定して整備を行うべきである。 

１ 対応方針 

 指摘を踏まえて日々の警察活動において使用

頻度が高い車両を優先的に整備する。 

 

２ スケジュール 

 平成 29年度政府予算案に反映させる。 

 日々の警察活動において使用頻度が高く、かつ、平成 29 年度

における更新が必要不可欠なものを優先的に整備し、平成 29 年

度政府予算案に反映させた（▲33億円）。 
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秋の年次公開検証等の指摘事項に対するフォローアップ 

担当府省名 総務省 

テーマ等 自治体クラウドの取組の加速に向けた調査研究等 

指摘事項 

・自治体クラウドの推進は、自治体業務の標準化・共通化を通じた効率化を促すこと等を目的とするものであり、グランドデザインを示して、更に取組みを加速化する必要が

ある。 

・自治体業務の標準化・共通化は、経費削減等の観点から重要であり、市長会・町村長会等の各階層に対して、計画的に、自治体クラウドの推進と自治体業務の標準化・共通

化を強く促すべきである。その際、都道府県に対しても市町村へのサポートを呼び掛けつつ、具体的なクラウド化業務に従事した人材を紹介・斡旋する窓口を設置すべきで

ある。 

・個別自治体の情報システムコストの見える化を行うべきである。また、自治体クラウドの採用や自治体業務の標準化・共通化を行った場合の個別自治体におけるコスト削減

効果についても、見える化を行うべきである。 

個別項目 対応方針・スケジュール 平成 29年度政府予算案閣議決定時までに決定・実施した内容 備考 

・自治体クラウドの推進は、自治体業務の標準化・

共通化を通じた効率化を促すこと等を目的とす

るものであり、グランドデザインを示して、更に

取組みを加速化する必要がある。 

 

 将来計画を示すため、まずは、各地方団体のク

ラウド化に向けた検討状況を調査する。 

   

・自治体業務の標準化・共通化は、経費削減等の観

点から重要であり、市長会・町村長会等の各階層

に対して、計画的に、自治体クラウドの推進と自

治体業務の標準化・共通化を強く促すべきであ

る。その際、都道府県に対しても市町村へのサポ

ートを呼び掛けつつ、具体的なクラウド化業務

に従事した人材を紹介・斡旋する窓口を設置す

べきである。 

 現在、各地域の市長会、町村会に対して直接自

治体クラウドの推進を要請する場を設ける方向

で調整中。あわせて、個別に首長を訪問し、クラ

ウド導入を要請している。 

 都道府県に対し、市町村へのサポートを要請予

定。 

 市長会、町村会等の地方公共団体の長の組織に対して行政改革

推進会議の通告がなされたことを伝達し、その趣旨について説明

を実施した。 

 また、市長会、町村会の情報通信担当委員会（市町村長により

構成）の場において、自治体クラウドの推進を要請した。 

 自治体クラウドグループにおいて導入に深く関与した職員等

から直接知見を得ることができるよう、当該職員を「自治体クラ

ウド導入サポート員」として取りまとめ、地方団体に通知したと

ころ。 

 

 

・個別自治体の情報システムコストの見える化を

行うべきである。また、自治体クラウドの採用や

自治体業務の標準化・共通化を行った場合の個

別自治体におけるコスト削減効果についても、

見える化を行うべきである。 

 各地方団体の情報システム運用経費について、

平成 29年度中に公表すべく準備を進める。 

 自治体クラウド導入団体等のコスト削減効果

を比較可能な形で平成 29 年度中に公表すべく準

備を進める。 
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秋の年次公開検証等の指摘事項に対するフォローアップ 

担当府省名 法務省 

テーマ等 受刑者就労支援体制等の充実 

指摘事項 

・本事業については、平成 25年度公開プロセスにおいて、「職業訓練の効果の調査方法を検討して、再犯防止に効果があるとの検証を実施していくべきである。」などと外部有

識者から指摘を受けたところである。 

・この指摘を踏まえて、必要なデータベースの改修を行うこと等により、職業訓練の効果検証を行う体制を速やかに整えるべきである。また、これに伴い、成果指標を、本事

業による具体的な成果を測れるものに見直した上で真に必要な事業に重点化を図るべきである。 

個別項目 対応方針・スケジュール 平成 29年度政府予算案閣議決定時までに決定・実施した内容 備考 

・本事業については、平成 25年度公開プロセスに

おいて、「職業訓練の効果の調査方法を検討し

て、再犯防止に効果があるとの検証を実施して

いくべきである。」などと外部有識者から指摘を

受けたところである。 

・この指摘を踏まえて、必要なデータベースの改修

を行うこと等により、職業訓練の効果検証を行

う体制を速やかに整えるべきである。また、これ

に伴い、成果指標を、本事業による具体的な成果

を測れるものに見直した上で真に必要な事業に

重点化を図るべきである。 

・平成 28年 11月から刑事情報連携データベース

システムの運用を開始している。現在，平成 29年

度の本格運用に向けたデータ検証等の各種作業

を進めており，今後，データの蓄積を重ねていく

ことで，精度の高い効果検証が可能となるものと

考える。 

・具体的な成果を測ることが可能な新たな成果

指標を設定し，平成 29年度から反映させる。 

・新たな成果指標に基づき，真に必要な事業の重

点化を進める。 

・刑事情報連携データベースの運用開始 

・具体的な成果を測ることが可能な新たな成果指標について検討

中 
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秋の年次公開検証等の指摘事項に対するフォローアップ 

担当府省名 法務省 

テーマ等 収容施設の整備充実、官署施設の整備充実 

指摘事項 
・収容施設及び官署施設の整備充実については、施設の老朽化の度合等に鑑みて、必要なものをより計画的かつ優先的に整備しつつ、毎年度、予算額と執行額との間に開差が

生じていることに対する必要な対策を講じるべきである。 

個別項目 対応方針・スケジュール 平成 29年度政府予算案閣議決定時までに決定・実施した内容 備考 

・収容施設及び官署施設の整備充実については、施

設の老朽化の度合等に鑑みて、必要なものをよ

り計画的かつ優先的に整備しつつ、毎年度、予算

額と執行額との間に開差が生じていることに対

する必要な対策を講じるべきである。 

 指摘を踏まえ，施設の老朽化の度合等に鑑み

て，必要なものをより計画的かつ優先的に整備

しつつ，予算額と執行額との間に開差が生じて

いることに対する必要な対策を講じる。 

（スケジュール） 

 予算額と執行額との間に開差が生じている要

因を分析し，必要な対策を平成 29年度から講じ

る。 

施設の老朽化の度合い等に鑑みて，必要なものをより計画的か

つ優先的に整備しつつ，予算額と執行額との間に開差が生じてい

る要因の分析と，必要な対策を検討中。 

 

予算編成過程において要求額から削減された額 140.9億円 
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秋の年次公開検証等の指摘事項に対するフォローアップ 

担当府省名 文部科学省 

テーマ等 博士課程教育リーディングプログラム 

指摘事項 

・文部科学省は、優秀な学生を俯瞰力と独創力を備え広く産学官にわたりグローバルに活躍するリーダーへと導くため、平成 23年度より当該事業を行っている。 

・本事業の成果指標は「博士課程教育リーディングプログラム修了者の就職率を 100％とする」とのことであるが、グローバルに活躍するリーダーへと導くための事業である

にもかかわらず、成果指標が就職率だけでは不十分である。 

・重要なのは、修了者が就職後にグローバルに活躍することができたかどうかであり、この点を成果指標に取り入れるべきである。 

・また、今回の行政事業レビューにおける外部有識者も『明確な事業目的のもと、適切に事業が実施されていると見受けられるが、本プログラムを修了した学生をフォローア

ップする仕組みが必要ではないか。』と指摘しており、文部科学省は当該指摘を踏まえ、速やかに、修了者の活躍の状況のフォロー等が可能な仕組みを構築すべきである。 

個別項目 対応方針・スケジュール 
平成 29年度政府予算案閣議決定時までに決定・

実施した内容 
備考 

・文部科学省は、優秀な学生を俯瞰力と独創力を備

え広く産学官にわたりグローバルに活躍するリ

ーダーへと導くため、平成 23年度より当該事業

を行っている。 

・本事業の成果指標は「博士課程教育リーディング

プログラム修了者の就職率を 100％とする」との

ことであるが、グローバルに活躍するリーダーへ

と導くための事業であるにもかかわらず、成果指

標が就職率だけでは不十分である。 

・重要なのは、修了者が就職後にグローバルに活躍

することができたかどうかであり、この点を成果

指標に取り入れるべきである。 

指摘を踏まえ、今年度の成果指標に加え、 

・企業や官公庁において国内に留まらずグローバルに

活躍している就職者数の累計 

・大学や公的研究機関に就職した者のうち、国外の学

会で発表を行った者ののべ人数 

を、平成 29年度以降の行政事業レビューにおける成果

指標とする。 

最終目標値については引き続き精査していく。 

平成 29 年度行政事業レビューに、左記の成果指標

を反映する。 

  

・また、今回の行政事業レビューにおける外部有識

者も『明確な事業目的のもと、適切に事業が実施

されていると見受けられるが、本プログラムを修

了した学生をフォローアップする仕組みが必要

ではないか。』と指摘しており、文部科学省は当

該指摘を踏まえ、速やかに、修了者の活躍の状況

のフォロー等が可能な仕組みを構築すべきであ

る。 

・これまでも修了生のフォローアップについては毎年

度、全てのプログラムを対象に修了生の修了直後の

就職先や雇用形態等の状況を聴取してきたところ。

本年度も平成 29年１月に「実施状況調査」を行い、

本年度末修了生の就職先内定状況を聴取予定。その

内容を基に、平成 29年 6月までに企業や官公庁にお

いてグローバルに活躍している就職者数を分析す

る。 

・また、プログラム終了後も修了生の状況を追跡する

ことが必要であると考えており、科学技術・学術政

策研究所が整備している「博士人材データベース」

に修了生を登録させた上で、アンケート等の方法に

より、継続的に職務内容等について追跡等を行う。 

・前年度に引き続き、平成 29年 1月に全プログラ

ムを対象に、修了生の修了直後の就職先や雇用形

態等の状況に係る「博士課程教育リーディングプ

ログラム実施状況調査」に実施することを決定し

た。 

・平成 28年 11月に開催された「博士課程教育リー

ディングフォーラム 2016」にて、科学技術・学術

政策研究所がプログラム担当者を対象に博士人

材データベースに係る説明会を行い、データベー

スへの大学の参加・学生の登録を呼びかけた。 

・平成 29 年１月に全プログラムを対象に、リーデ

ィングプログラム学生の博士人材データベース

への登録を求める通知を文部科学省が発出予定。 

【リーディングプログラ

ム修了者の就職状況：P10

～P13】 

http://www.mext.go.jp/b

_menu/shingi/chukyo/chu

kyo4/004/gijiroku/__ics

Files/afieldfile/2016/0

9/06/1376885_13.pdf 

【博士人材データベース】 

http://www.nistep.go.jp

/research/human-

resources-in-science-

and-technology/jgrad 
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秋の年次公開検証等の指摘事項に対するフォローアップ 

担当府省名 文部科学省 

テーマ等 データプラットフォーム拠点形成事業、データプラットフォーム拠点形成事業（防災分野）～首都圏を中心としたレジリエンス総合力向上プロジェクト～ 

指摘事項 

・文部科学省は、３つの国立研究開発法人（理化学研究所、物質・材料研究機構及び防災科学技術研究所）において、我が国が強みを活かせる分野で、膨大・高品質な研究デ

ータを利活用しやすい形で集積し、産学官で共有・解析を行うため、データプラットフォーム拠点を形成するとしている。 

・上記事業においては、それぞれの３法人が独自に拠点を設けることとされているが、特に優先順位が高い分野はどこなのか、民間や自治体における実用化のニーズに応え、

連携するものとなっているか、他のＡＩ関連プロジェクトと具体的にどのように連携するのかを明確にした上で、事業を効果的、効率的に行うべきである。 

個別項目 対応方針・スケジュール 平成 29年度政府予算案閣議決定時までに決定・実施した内容 備考 

・文部科学省は、３つの国立研究

開発法人（理化学研究所、物質・

材料研究機構及び防災科学技

術研究所）において、我が国が

強みを活かせる分野で、膨大・

高品質な研究データを利活用

しやすい形で集積し、産学官で

共有・解析を行うため、データ

プラットフォーム拠点を形成

するとしている。 

・上記事業においては、それぞれ

の３法人が独自に拠点を設け

ることとされているが、特に優

先順位が高い分野はどこなの

か、民間や自治体における実用

化のニーズに応え、連携するも

のとなっているか、他のＡＩ関

連プロジェクトと具体的にど

のように連携するのかを明確

にした上で、事業を効果的、効

率的に行うべきである。 

ナノテクノロジー・材料、ライフサイエンス、防災、いずれの分野も優先

して実施すべき重要な分野であるが、現下の厳しい財政状況を勘案し、各分

野において最低限実施すべき内容に厳選して事業を実施する。 

【ナノテクノロジー・材料分野】 

・世界中で物質・材料データの収集・活用が急速に進んでおり、世界から遅れ

をとることのないよう、物質・材料研究機構の既存の装置を活用してデー

タ収集を実施するとともに、そのデータを活用し、材料開発のスピードを

飛躍的に向上させる材料アプリケーションの試作等を先行的に実施する。 

【ライフサイエンス分野】 

・個別化医療を実現するための疾患予測や、創薬プロセスの効率化による開

発費の削減は、我が国の医療費削減に資するものであり、喫緊に取り組む

必要がある。 

【防災分野】 

・首都直下型地震は、過去にも甚大な被害をもたらしており、その危険性が再

認識されている。2016年の熊本地震も踏まえ、2020年の東京オリンピック・

パラリンピックを含め、首都直下型地震に対する防災・減災力の向上は喫

緊の課題となっている。 

【ナノテクノロジー・材料分野】 

・計画の見直しを行い、初年度は大規模ストレージ等のハード整備

は行わず、データ収集及び既存のデータを活用した材料アプリケ

ーションの試作等を先行的に実施する。 

【ライフサイエンス分野】 

・平成 29 年度政府予算案の策定において、医療機関や製薬業界か

らのニーズの面から、国としてより重点的に取り組む分野に焦点

を当てて取り組むよう、プラットフォームの構成を見直した。 

・なお、初年度は、データ収集・解析を中心に実施する。 

【防災分野】 

・自治体におけるデータ活用のニーズに応えるまでに検討を要す

る部分については、予算措置を見送るよう見直した。 

・初年度は、官民連携やビッグデータの収集・整備を中心に実施す

る。 

・上記事業においては、それぞれ

の３法人が独自に拠点を設け

ることとされているが、特に優

先順位が高い分野はどこなの

か、民間や自治体における実用

化のニーズに応え、連携するも 【ナノテクノロジー・材料分野】 

 今後の施策の実施にあたっては、民間のニーズの面から、国とし

てより重点的に取り組む分野に焦点を当て、民間企業や自治体と連

携することにより、効果的・効率的に事業を推進する。連携先の民

間企業や自治体は以下の通り。 

【ナノテクノロジー・材料分野】 
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のとなっているか、他のＡＩ関

連プロジェクトと具体的にど

のように連携するのかを明確

にした上で、事業を効果的、効

率的に行うべきである。 

・物質・材料研究機構（NIMS）では、オープンイノベーションを推進するため

に、産業界とアカデミアを結ぶ鉄鋼／化学分野におけるオープン・プラッ

トフォームを形成することとしている。本事業では、このオープン・プラッ

トフォームにおいて企業との共同研究を実施していく中で、民間のニーズ

を把握し、それをデータプラットフォーム拠点構築の取組に適切に反映す

ることとしている。 

・平成 28年度中に業界別のオープン・プラットフォームを形成するための事

前準備を完了し、平成 29年度から共同研究を開始する。 

【ライフサイエンス分野】 

・医療機関や製薬業界からの個別化医療を実現するための疾患予測や、創薬

の成功確率向上等についてのニーズを踏まえ、理化学研究所（理研）におい

て、医療機関、製薬企業、IT 企業等と連携し、個人の疾患状態から将来の

疾患の状態を予測するシステム、疾患に対する薬剤候補物質をより効率的

にデザインするシステムを平成 33 年度までに構築し、民間の活用に供す

る。 

【防災分野】 

・自治体や民間企業(ライフライン、交通等)から大規模災害発生時の即時被

害把握や住民避難誘導等についてのニーズがある。 

・防災科学技術研究所、民間企業及び自治体が保有する地震観測データ等を

集約し、自治体、政府関係機関等とも連携し、官民一体の総合的な災害対応

や事業継続、個人の防災行動等に資するデータセットの整備を平成 29年度

から開始する。 

・鉄鋼業界、化学業界との連携に向けて調整を進めている。 

【ライフサイエンス分野】 

・医療機関、製薬企業、IT企業等との連携に向けて調整を進めてい

る。 

・具体的には、医療機関における患者データの取得や知識の抽出、

患者データや過去の薬品開発データなどに基づく創薬 AI（創薬

デザイン）の開発等を中心に取り組む。 

【防災分野】 

・自治体、ライフライン、建設業界、交通、電気設備、通信業界と

の連携に向けて調整を進めている。 

・平成 29 年 4 月以降、ニーズ把握や意見収集のため民間企業をは

じめとする関係機関から構成される協議会を立ち上げる予定。 

・上記事業においては、それぞれ

の３法人が独自に拠点を設け

ることとされているが、特に優

先順位が高い分野はどこなの

か、民間や自治体における実用

化のニーズに応え、連携するも

のとなっているか、他のＡＩ関

連プロジェクトと具体的にど

のように連携するのかを明確

にした上で、事業を効果的、効

率的に行うべきである。 

他の AI関連プロジェクトのうち、理研 AIPセンターと各データプラットフ

ォーム拠点との連携については、本事業開始当初より各拠点におけるデータ

取得、データベース化、データ解析等について、事業の進捗に合わせて AIPセ

ンターから技術的な支援を行う。 

・具体的には最新のアルゴリズムやツールを各データプラットフォームに提

供するとともに、物質・材料データベース、健康・医療関連データベース、

防災関連データベース等の各データベースの構築やその解析についても技

術的支援を行う。各データプラットフォームはデータ取得からデータベー

ス化、さらにデータベースの解析に至る各段階で理研 AIP センターの技術

を活用してデータベースの構築に取り組む。 

・特に、データ収集において重要な技術である、論文からの「テキストマイニ

ング」や重要な実験データを取捨選択する「データマイニング」といった技

術について、AIPセンターと連携し、これらのプロジェクトにおける成果を

順次取り入れることにより効果的、効率的に技術を開発・発展させる。 

 今後の施策の実施にあたっては、「対応方針・スケジュール」に

記載した事項のとおり、関係機関と相互に連携することにより、効

果的・効率的に事業を推進する。 
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